
 

建設工事等入札参加資格再認定取扱要領 

 

 

１ 趣旨 

  この要領は、福山市建設工事等競争入札参加者資格審査会規程（平成２６年訓令／上下水

道事業管理規程／病院事業管理規程第１号）第２条第１項により資格認定を受けた者（以下

「入札参加資格者」という。）のうち、２に掲げる者に係る再度の資格認定（以下「再認定」

という。）の申請手続等について必要な事項を定める。 

 

２ 再認定申請ができる者 

(1) 会社更生手続等により企業再建の途上にある者で、次に掲げる者（以下「再建途上者」

という。） 

    ア 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の決定を受けた者（以

下「更生手続開始決定者」という。） 

イ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の決定を受けた者（以

下「再生手続開始決定者」という。） 

ウ 債権者全員の同意を受けて法令によらない会社再建を進めている者で、債務の弁済状

況及び再建開始後の工事の施工状況等からその再建が軌道に乗っていると認められる

者（以下「一般再建者」という。） 

(2) 会社法（平成１７年法律第８６号）の規定に基づく合併、営業譲渡等により新たに設立

された会社等で次に掲げる者（以下「合併者等」という。） 

なお、建設業に係る営業の全部又は一部を他の会社に承継させるために会社分割を行っ

た建設業者の建設業に係る当該部門の営業が廃止され、又は休止された場合における当該

営業を承継した会社については、イ、ウ又はエの合併者等に準じて取り扱うものとする。 

ア 入札参加資格者の合併により新たに会社が設立された場合における新設会社（以下

「合併新設会社」という。）又は入札参加資格者の合併により、その一方が存続した場

合における存続会社（以下「合併存続会社」という。） 

イ 新たに会社が設立され、当該会社が入札参加資格者の建設業に係る営業の全部又は一

部を譲り受けたことにより当該営業を譲渡した入札参加資格者（以下「承継譲渡会社」

という。）の建設業に係る営業活動が廃止され、又は休止された場合における新設会社

（以下「承継譲受会社」という。） 

ウ 入札参加資格者が他の建設業者から建設業に係る営業の全部又は一部を譲り受けた

ことにより当該営業を譲渡した建設業者（以下「譲渡業者」という。）の建設業に係る

当該部門の営業活動が廃止され、又は休止された場合における当該営業を譲り受けた入

札参加資格者（以下「譲受業者」という。） 

エ 入札参加資格を有さない建設業者が他の入札参加資格者から建設業に係る営業の全

部又は一部を譲り受けたことにより当該営業を譲渡した入札参加資格者（以下「営業譲



 

渡者」という。）の建設業に係る営業活動が廃止され、又は休止された場合における当

該営業を譲り受けた建設業者（以下「営業譲受者」という。） 

(3) 国土交通大臣が認定した企業集団に属する建設業者に係る経営事項審査を受けた者で

次に掲げる者（以下「グループ経審受審者等」という。） 

ア  平成２０年国土交通省告示第８５号附則四の規定により国土交通大臣が認定した企

業集団に属する建設業者に係る経営事項審査を受けた者（以下「グループ経審受審者」

という。） 

イ  平成２０年国土交通省告示第８５号附則六の規定により国土交通大臣が認定した企

業集団に属する建設業者に係る経営事項審査を受けた者（以下「持株会社化経審受審者」

という。） 

 

３ 再認定の対象となる入札参加資格の範囲等 

(1) 再建途上者で再認定を受けようとする者は、この要領に特別の定めがある場合を除き、

当該入札参加資格の全ての業種について再認定を受けなければならない。 

(2) 合併により再認定を受けようとする者は、合併により消滅する入札参加資格者及び合併

存続会社が合併時点で有する入札参加資格の業種の範囲内で、再認定の申請をしなければ

ならない。 

(3) 承継譲受会社で再認定を受けようとする者は、承継譲渡会社が営業譲渡時点で有する入

札参加資格の業種の範囲内で、再認定の申請をしなければならない。 

(4) 譲受業者で再認定を受けようとする者は、譲受業者が営業譲渡の時点で有する入札参加

資格の業種の範囲内で、再認定の申請をしなければならない。ただし、譲受業者は、譲渡

業者が建設業に係る営業を全て譲渡した場合に限り、譲渡業者が有する資格についても再

認定を申請できる。 

(5) 営業譲受者で再認定を受けようとする者は、営業譲渡者が営業譲渡の時点で有する入札

参加資格の業種の範囲内で、再認定の申請をしなければならない。 

(6) グループ経審受審者で再認定を受けようとする者は、認定された企業集団の構成企業が

再認定を申請する時点で有する入札参加資格の業種の範囲内で、再認定の申請をしなけれ

ばならない。 

(7) 持株会社化経審受審者で再認定を受けようとする者は、持株会社化経審受審者が再認定

を申請する時点で有する入札参加資格の業種の範囲内で、再認定の申請をしなければなら

ない。 

(8) 合併者等及びグループ経審受審者等は、同時に再認定の申請をしなければならない。 

 

４ 再申請に必要な書類 

(1) 再建途上者又は合併者等が再認定の申請（以下「再申請」という。）をしようとするとき

は、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。この場合において、当該書類につ

いては、持参するものとし、郵送等によるものは受け付けない。 



 

ア 建設工事等入札参加資格再認定審査申請書 

イ 営業所一覧表 

ウ 経営事項審査の総合評定値通知書の写し 

エ 工事経歴書の写し 

オ 再申請をする理由となる事実の発生を証する書類の写し 

カ 貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書 

キ 委任状 

ク 登記事項証明書及び定款の写し 

ケ 印鑑証明書 

コ その他市長が審査に必要な書類として指示する書類 

(2)  前号の提出書類については、次に掲げるところにより作成しなければならない。 

ア 書類作成の基準とする時点（以下「基準日」という。）は、合併者等の場合は合併又

は営業譲渡時、再建途上者の場合で、更生手続開始決定者又は再生手続開始決定者にあ

っては手続開始決定時、一般再建者にあっては債権者全員の会社再建についての同意が

あったとき、グループ経審受審者等の場合で、グループ経審受審者にあっては、原則と

して、グループ経審を申請する日の直前の親会社の営業年度終了の日、持株会社化経審

受審者にあっては、原則として、企業結合の日とする。 

イ 建設工事等入札参加資格審査申請書のうち、審査希望業種については、再申請の時点

で認定を受けていない業種を希望することはできない。ただし、事前に市長から、承諾

又は指示があったときに限り、認定を受けている業種の一部について再申請できるもの

とする。 

ウ 営業所一覧表については、基準日以降の時点において作成する。 

エ 経営事項審査の総合評定値通知書の写しについては、基準日以降の日を審査基準日と

する最新のものとする。 

オ 工事経歴書については、エの経営事項審査申請の際に添付書類としたものの写しを添

付する。 

カ 貸借対照表については、エの経営事項審査の審査基準日の時点を基に作成する。 

キ 損益計算書については、エの経営事項審査の審査基準日までの１年間におけるものを

作成する。 

ク 委任状については、基準日以降の時点で、代表者から支店長などに対する委任事項を

証したものを添付する。 

ケ 再申請をする理由となる事実の発生を証する書類とは、次に掲げる書類とする。 

 (ｱ) 合併者等の場合は、合併契約書又は営業譲渡契約書の写し 

 (ｲ) 再建途上者の場合で、更生手続開始決定者又は再生手続開始決定者にあっては手

続開始決定書の写し、一般再建者にあっては債権者全員が会社再建に同意している

ことを証する書類の写しに加え、次の書類を提出しなければならない。 

ａ 再建開始の原因となった債務（以下「旧債務」という。）の確定した弁済計画書



 

の写し 

ｂ ａの弁済計画に基づき行われた、旧債務弁済の履行状況を証する書類の写し 

ｃ 審査を希望する業種ごとに、基準日以降に請負った工事を完了させた実績があ

ることを証する書類（建築一式工事の場合は１件１，５００万円以上、それ以外

の工事の場合は１件５００万円以上の請負金額であるものに限る。） 

    (ｳ) グループ経審受審者については、企業集団及び企業集団についての数値等認定書

の写し 

(ｴ) 持株会社化経審受審者については、企業集団及び企業集団についての数値認定書

の写し 

 

５ ヒアリング 

  再申請者が再建途上者の場合、市長は、再申請者から次に掲げる事項についてヒアリング

を行うものとし、ヒアリングに際し参考となる資料を４(1)に掲げる書類とともに提出するも

のとする。 

(1) 金融機関からの支援等を含む資金調達の見通し 

(2) 技術者の確保等工事の施工体制 

(3) 下請業者、資材業者等との業務の協力状況 

(4) 建設機械、建設資材、労務者等の確保の状況 

(5) 営業対象地域、営業分野及び各支店の営業状況等に係る今後の経営方針 

(6) 再建に係る計画案作成の方針（計画認可の決定後においては、当該計画の遂行状況） 

(7) その他市長が必要と認める事項 

 

６  資格審査 

(1) 市長は、この要領に別の定めがある場合のほか、福山市建設工事等競争入札参加者資格

審査会運営要綱（昭和６２年７月１日制定。以下「資格審査会運営要綱」という。）の規

定に基づいて資格審査をし、入札参加資格の認定を行う。 

(2) 必要があれば、前号の資格審査に当たって、あらかじめ福山市建設工事等競争入札参加

者資格審査会に諮ることができる。 

 

７  再認定の効果及び認定結果の通知等 

(1) 市長は、６(1)の規定による入札参加資格の認定を行ったときは、再認定前の入札参加

資格を取り消すとともに、再認定後の入札参加資格の内容及び再認定前の入札参加資格を

取り消した旨を、再申請者に通知する。 

(2) 市長は、前号の通知を行ったときは、遅滞なく関係課長等に対して、その旨を通知する。 

 

８ 入札参加資格の有効期間 

６(1)の規定により認定された入札参加資格の有効期間は、当該入札参加資格を認定した



 

日から資格審査会運営要綱に基づく次回の定期の入札参加資格の認定のときまでとする。 

 

９  銀行取引停止処分を受けている者の再認定の特例 

(1) 銀行取引停止処分を受けている再建途上者が、再申請を行うときは、４(1)に規定する

書類に加えて、次の書類を提出しなければならない。この場合において、業種は２つまで

しか希望することができないものとする。 

ア 旧債務の弁済が完了していることを証する書類 

イ 再認定希望業種の工事を施工する上で必要となる関係取引先が、市工事の施工につい

て協力する旨確約していることを証する書類 

ウ 市工事を受注した際に履行保証契約が締結可能である旨の履行保証機関の証明書など

の契約保証金の納付が可能であることを証する書類 

エ その他、市長が必要と認める書類 

(2) 市長は、前号の申請があったときは、当該再建途上者が市工事の施工上問題がないと認

められ、あらかじめ福山市建設工事等競争入札参加者資格審査会に諮ってその意見を聴い

た上でなければ、再認定してはならない。 

(3) 市長は、前号の規定による再認定する資格に、受注できる工事の規模、指名を受けた際 

に発注機関に提出すべき書類その他必要と認める条件を付すことができるものとする。 

(4) 市長は、第２号の再認定を行った資格者が、認定期間中に銀行取引停止処分を解除され

て工事の施工上の資金面の問題が解消されたと認められるときは、当該資格者について、

再度再認定を行うことができる。この場合の申請及び認定については、銀行取引処分を受

けていない再建途上者に対する取扱いと同様とする。 

 

１０ その他  

  この要領に定めのない事項について疑義が生じたときは、別に定める。 

 

   附 則 

１ この要領は、２０００年（平成１２年）１０月１０日から施行する。 

２ 市長が特に必要と認めた場合には、測量及び建設コンサルタント等業務に係る入札参加資 

格について、この要領の規定を準用することができるものとする。 

   附 則 

 この要領は、２００２年（平成１４年）６月１１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、２０１１年（平成２３年）１１月１０日から施行する。 

附 則 

 この要領は、２０２４年（令和６年）４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、２０２５年（令和７年）７月１日から施行する。 


